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今回は、保険引受の実績をあらわす新契約高・保険契約高といったところを、保険種類別（個人保険、

個人年金保険、団体保険、団体年金保険）に概観してみる。 

 

1――個人保険 

 

 

個人保険の新契約高は、1980年代には順調に伸びてきたが、1991年度をピークとして減少基調にな

った。その後、バブルの崩壊、市中金利の低下など資産運用環境の悪化により、いくつかの生命保険

会社が破綻し、そこから引き起こされた生保不信もあって下り坂をたどる。 

また、当時は純粋な新規契約だけではなく、転換による純増加（自社の保険を「下取り」して更に

高額の保険に切り替えたときの、増加した保険金額）も相当の構成比をもっていることがわかる。こ

れが 2005年度頃からほとんどなくなっている。 

【個人保険 新契約高（1979～2014）】 
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契約の転換制度それ自体は 1976年から始まったものであり、それまで加入していた保険契約の積立

金を活用し、また配当などの法的な権利を引き継いだまま保障を充実できる利便性をもった制度であ

った。そこで 1990年代までは盛んに利用されていたのである。ところがそれ以降、新契約の予定利率

が引き下げられる時期に、この転換制度が使われると、問題があることが指摘されるようになった。

会社にとっては、当時始まっていた逆ざや問題の解消効果がある一方で、顧客側からすれば、「充分な

説明もなく、利回りを引き下げられる不利益」があることである。当時の行政当局からも、転換時に

は、有利・不利な点や、単純な追加新契約との比較情報などにつき、充分な顧客説明をするようにと

の指導が、何度かなされたようである。 

またそれ以前から、新契約自体が減少していて、転換される対象契約も減少してきたことや、追加

加入したほうがいい新商品・制度がでてきたことなどもあって転換は減少し、現在では制度としては

あるものの、業績を押し上げるほどの規模はなくなっている。 

2010年度以降の新契約高は、景気回復などにより、ほぼ横ばいではあるが回復基調にありそうにみ

えるが、果たして今後はどうなるだろうか。 

 

 

次に、個人保険の保有契約高についてみてみる。 

個人保険の保有契約高は 1996年度がピークで、その後は減少傾向となった。先に述べた新契約の減

少と、当時の日本経済の厳しい状況、それを背景とした生保破綻への不安などから解約・失効契約が

増加したことによるものである。この数年はどうにか反転の兆しがみえている。 

ところで、こうした新契約高や保有契約高が、例えば「死亡保険金 1,000万円」といった金額の積

み上げで表されているのに対し、近年増加傾向にある医療保障保険などいわゆる第３分野1は、例えば

「入院日額 5,000円」といった金額で表示されることが多く、単純に合算できない。 

それについては、収入される保険料でみることにすると、どちらも例えば「年間 10万円」のように表

示を統一できる。これが、2004年度から開示されている「保有（あるいは新契約）年換算保険料」で

                                                 
1 人の生死に係るような終身保険、定期保険など生命保険を第１分野、自動車保険や火災保険などの損害保険を第２分野というのに続き、

医療保険、介護保険など、その中間でどちらともいえないものを第３分野という。現在は生命保険会社、損害保険会社両方で扱える。 

【個人保険 保有契約高（1979～2014）】 
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あり、そのトレンドは、下のグラフのようになっている。 

 

従来の保有契約高のグラフでは、2005年度以降も明らかな減少傾向にみえるが、年換算保険料でみ

ると、わずかながら増加傾向にある。第３分野も着実に増加しており、実質的な保有契約高の復調に

寄与している。 

 

2――個人年金保険 

 

 

個人年金保険は 1980年代半ばから急速に普及した。それまで主流だった万一の保障ニーズに加え、

高齢化に伴う老後保障ニーズが高まったことによる。税制の面でもそのことが考慮され、1984年度か

ら個人年金保険料控除制度ができたことが、個人年金販売を後押し、1993年度には新契約高のピーク

を迎える。しかしその後、予定利率引下げによる保険料値上げから来る魅力の低下、また個人保険同

様、生保不信の逆風を受けて急減し、2001年度にはピーク時の１割強にまで落ち込む。 

ただ、老後保障ニーズ自体はますます強まる一方であった中で、公的年金を補完するものとして、

生命保険会社の個人年金への期待は潜在的には高かったのであろう。2001年度に保険の銀行窓販が段

階的に始まり、個人年金については 2002年に開始されると、再び業績は上向いていく。現在の超低金

利下では、予定利率を高く設定できない状況ではあるが、他の金融商品と較べ相対的には有利な一時

【年換算保険料でみた保有契約（2005～2014）】 
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【個人年金新契約高（1981～2014）】 
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払年金、あるいは資産運用実績を競う変額年金や外貨建年金など、各社それぞれ特色ある年金商品を

打ち出し、新契約高の確保が図られている。 

 

保有契約高のほうも、新契約業績を反映して、2000年代半ばに谷があるようなグラフになっている

が、その後は順調に増加している。また、年金を受け取る年齢に到達する加入者が増えてきたことの

反映で、年金開始後契約保有が、増加し始めている。 

年金開始後契約が増えるというと、今後の平均寿命の延びに対応する準備金が充分なのか、年金支

払コストが重荷になるのではないか、といった問題も考えられる。 

それに対しては、統計としてあまりいい材料がないのだが、個人年金といってもそのタイプは「10

年確定年金」といった、決まった期間に確実に年金支払を行なうものが主流で、「生存が確認できれば

いつまででも支払う」終身年金はほとんどないと想像される。従って現時点では、長寿リスクの顕在

化や生存確認コストの増加などの心配はないものと思われる。（それが生命保険会社の役割としていい

かどうかは別の問題としてあるが。） 

 

3――団体保険 

 

【個人年金 保有契約高（1979～2014）】 
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【団体保険 保有契約高（1979～2014）】 
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団体保険も 1990 年代までは順調に保有を伸ばし、1995 年度に保有のピークとなった。個人保険同

様、生保破綻による生保離れが始まるかというところで、団体保険分野では別の問題が発生して、グ

ラフの通り、1997年度には、個人保険以上に急激に保有契約が減少した。 

1997年に起きたのは、従来の団体保険Ａグループ（ごく簡単にいうと、従業員への弔慰金等の財源

目的で、従業員全員を被保険者として、企業が保険料を負担し保険金も受取る保険）から、総合福祉

団体定期保険への切り替えである。これまた簡単にいうと、それまでの仕組みでは、弔慰金規定をは

るかに超える保険金が従業員にかけられていることになり、保険金殺人的な犯罪の誘発や、企業側の

不労所得の問題があるとクローズアップされたために、弔慰金規定に即した、より適切な仕組みに切

り替えた、ということである。（急減した部分が「不適切かもしれなかった」部分ということであろう。） 

その後は個人保険ほどの不振はなくほぼ横ばいで、むしろ微増といったところで推移している。 

 

4――団体年金保険 

団体年金保険は、高齢化への準備ということで、1980～90年代に急激に保有契約高（責任準備金に 

より表示）を増加させてきた。当時の商品は 5.5％の予定利率を保証するようなタイプが中心であっ

た。金利の変遷についてもいずれ触れるが、1990年代初期でも１０年国債利回りで 6％以上はあった

ので、当時としてはそれほどおかしな水準ではなかったと思われる。 

ところがその後金利は低下の一途をたどり、団体年金保険の予定利率が1994年度に5.5％から4.5％

に、1996年度には 2.5％に引き下げられた。その 1996年には年金福祉事業団（現在のＧＰＩＦ：年金

積立金管理運用独立行政法人）で 5兆円規模の解約が起こるなど、業界全体の保有契約高は急減した。

その後も、高い利回りを期待できないことで解約により資金流出が続いた。また生命保険会社にとっ

ても、保証利率を上回る資産運用が困難なために、引受ける意志をなくしていったものとみえる。そ

の後、金利低下に対応して予定利率はさらに引き下げられた。 

現在は、利回り保証水準は低いが、配当で運用実績を反映するタイプ、あるいは資産運用実績がほ

【団体年金保険 保有契約高（責任準備金）（1979～2014）】 
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ぼダイレクトに年金資産に反映するタイプなどが選択できるような仕組みである。また確定拠出年金

の引き受けも増加してきているなど、生命保険会社が大きな資産運用リスクを負わない仕組みでの引

受が増加してきていると思われる。 

 

次回以降、収支状況や、資産運用状況などについて概観する予定である。保険業績よりもダイレク

トに、バブル崩壊の影響、金利低下の影響がみてとれるもの想像している。 

 

（文中グラフについては、インシュアランス生命保険統計号（各年度版）（保険研究所）に基づくも

のである。グラフ化は筆者。なお、破綻や合併がある年度などにおいて、一部データに不明点や不整

合がある箇所もあるが、業界全体の長期のトレンドをみるという主旨からご容赦頂きたい。） 


